[bookmark: _s43arbon5xsk]留学申込契約書

留学申込者　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、留学支援事業者　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲が希望する海外留学に関する申込手続、留学先教育機関への出願支援、渡航準備その他の留学支援サービスについて、次のとおり留学申込契約（以下「本契約」という。）を締結する。

[bookmark: _sef7ixcm7tmx]第1条（目的）
本契約は、甲が海外の教育機関等への留学を申し込むにあたり、乙が提供する留学支援サービスの内容、申込条件、費用、支払方法、契約変更、取消し、責任範囲その他必要な事項を明確にし、甲乙間の権利義務関係を定めることを目的とする。

[bookmark: _tc56bkq0kp5l]第2条（定義）
本契約において使用する用語の意味は、次の各号に定めるとおりとする。
1. 「留学」とは、甲が日本国外の大学、大学院、語学学校、専門学校その他の教育機関において、一定期間、教育又は研修を受けることをいう。
2. 「留学先教育機関」とは、甲が入学又は受講を希望する海外の教育機関をいう。
3. 「留学支援サービス」とは、乙が甲に対して提供する留学相談、学校選定、出願手続支援、渡航準備支援その他本契約に定める業務をいう。
4. 「留学費用」とは、授業料、入学金、滞在費、渡航費、保険料、申込手数料その他留学に関連して発生する費用をいう。
5. 「現地受入機関」とは、留学先教育機関、滞在施設、研修実施機関その他甲の留学を受け入れる海外の事業者又は団体をいう。

[bookmark: _jqe86eu84h34]第3条（留学申込内容）
甲が申し込む留学の内容は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	留学希望国・地域
	

	留学希望都市
	

	留学先教育機関名
	

	留学プログラム名
	

	留学目的
	□ 語学留学　□ 大学留学　□ 大学院留学　□ 専門留学　□ その他

	留学開始予定日
	年　月　日

	留学終了予定日
	年　月　日

	留学予定期間
	

	滞在方法
	□ ホームステイ　□ 学生寮　□ 民間宿泊施設　□ その他

	希望する支援内容
	

	その他の希望条件
	


2. 前項の内容は、留学先教育機関の受入状況、入学審査、現地事情その他の条件により変更される場合がある。
3. 留学内容に重要な変更が生じる場合、乙は甲に対して変更内容及び費用への影響を説明し、甲の承諾を得るものとする。

[bookmark: _phua10hsboqj]第4条（留学支援サービスの内容）
乙は、甲に対し、別途合意した範囲において、次の留学支援サービスを提供する。
1. 留学先の国、地域及び教育機関に関する情報提供
2. 留学目的及び希望条件に応じた教育機関の選定支援
3. 留学先教育機関への出願書類の作成支援及び提出手続の補助
4. 入学条件、語学要件及び必要書類に関する案内
5. 入学許可通知その他教育機関からの連絡事項の伝達
6. 査証（ビザ）申請に必要な一般的情報の提供及び適法な範囲での手続支援
7. 滞在先の紹介又は手配支援
8. 海外留学保険に関する一般的な情報提供
9. 渡航前オリエンテーション及び現地生活に関する案内
10. その他甲乙間で別途合意した留学関連業務
2. 乙が提供する具体的なサービスの範囲、提供期間及び料金は、申込書、見積書又は別紙サービス内容確認書に定める。
3. 乙は、甲に対して留学先教育機関への入学、査証の発給、希望する滞在先の確保又は留学成果を保証するものではない。ただし、乙が個別に保証した事項については、この限りでない。

[bookmark: _eccsjanczaox]第5条（申込手続及び契約の成立）
1. 甲は、乙が指定する申込書に必要事項を正確に記入し、乙が求める書類を提出するものとする。
2. 本契約は、乙が甲の申込みを承諾し、その旨を甲に通知した時点で成立する。ただし、甲乙間で別途契約成立時期を明確に定めた場合は、その定めによる。
3. 乙は、申込内容に重大な不備がある場合、必要書類が提出されない場合その他合理的な理由がある場合には、申込みを承諾しないことができる。
4. 乙は、申込みを承諾しない場合、その旨を甲に通知し、既に受領した金銭があるときは、適法に控除できる費用を除き返還するものとする。

[bookmark: _kr8gmx5i9hxi]第6条（申込資格及び申告事項）
1. 甲は、留学申込みに必要な本人確認情報、学歴、語学能力、健康状態その他必要な事項について、正確な情報を提供するものとする。
2. 甲は、留学先教育機関又は渡航先国が定める入学条件及び渡航条件を確認し、これらを満たすために必要な手続に協力するものとする。
3. 甲が未成年者である場合は、法令上必要となる親権者その他の法定代理人の同意を得るものとする。
4. 甲の申告内容に変更が生じた場合、甲は速やかに乙に通知するものとする。
5. 乙は、留学支援サービスの提供に必要な範囲を超えて、甲に個人情報又は機微な情報の提供を求めないものとする。

[bookmark: _6ksolc33cubp]第7条（留学費用）
本契約に基づく留学費用は、次のとおりとする。
	費用項目
	金額（税込）

	留学申込手数料
	円

	留学支援サービス料金
	円

	入学金・登録料
	円

	授業料
	円

	教材費
	円

	滞在先手配費用
	円

	滞在費
	円

	その他費用
	円

	合計金額
	円


2. 前項の費用に含まれない航空運賃、査証申請費用、海外留学保険料、現地交通費、生活費その他の費用は、別途合意がない限り甲の負担とする。
3. 乙は、各費用について、乙が受領する料金と留学先教育機関その他の第三者に支払う費用を区分して説明するものとする。
4. 為替相場の変動、留学先教育機関による料金改定その他の事情により費用の変更が必要となる場合、乙は変更理由及び変更後の金額を甲に説明し、甲の承諾を得るものとする。
5. 甲の承諾なく、乙は契約時に合意した費用以外の追加料金を請求しないものとする。ただし、法令上又は本契約上、甲が負担すべき費用については、この限りでない。

[bookmark: _afn2yucmciif]第8条（支払方法及び支払期限）
甲は、本契約に基づく費用を、次の条件に従って支払うものとする。
	項目
	内容

	支払総額
	金　　　　　　　円（税込）

	申込金
	金　　　　　　　円

	残金
	金　　　　　　　円

	申込金支払期限
	年　月　日

	残金支払期限
	年　月　日

	支払方法
	□ 銀行振込　□ クレジットカード　□ その他

	振込手数料
	□ 甲負担　□ 乙負担


2. 甲は、乙が指定する支払期限までに費用を支払うものとする。
3. 甲が支払期限までに費用を支払わない場合、乙は相当の期間を定めて支払を催告することができる。
4. 前項の催告期間内に支払が行われない場合、乙は本契約の全部又は一部を解除することができる。ただし、法令上必要な手続がある場合はこれに従う。

[bookmark: _7f0jgwvxtq4w]第9条（留学先教育機関への出願及び入学審査）
1. 乙は、甲の希望条件及び留学先教育機関の出願要件を踏まえ、合意した範囲で出願手続を支援する。
2. 甲は、出願に必要な書類及び情報を指定された期限までに提出するものとする。
3. 入学の可否は留学先教育機関の審査及び判断によって決定されるものとし、乙はその結果を保証しない。
4. 乙の責めに帰すべき事由により出願書類の提出漏れ、重大な記載誤りその他の手続上の不備が生じた場合、乙は速やかに是正措置を講じるものとする。
5. 入学が認められなかった場合の代替校の提案、再出願及び費用の取扱いについては、甲乙協議のうえ決定する。

[bookmark: _vx6itdnlc00h]第10条（査証及び渡航手続）
1. 甲は、渡航先国への入国及び滞在に必要な旅券、査証、入国許可その他の手続について、原則として自己の責任で準備するものとする。
2. 乙は、契約に含まれる範囲において、必要書類、申請期限及び手続方法等に関する情報を提供する。
3. 査証の発給及び入国の可否は、渡航先国の政府機関その他の権限を有する機関の判断によるものであり、乙はその結果を保証しない。
4. 査証申請が不許可となった場合、甲乙は留学開始日の変更、代替プログラムへの変更又は契約の終了について協議する。
5. 査証申請の支援について、法令上資格又は許認可が必要となる業務は、当該資格又は許認可を有する者が行うものとする。

[bookmark: _ni5rngn651nj]第11条（滞在先及び現地生活）
1. 乙が滞在先の紹介又は手配を行う場合、その施設の種類、所在地、利用期間、費用及び利用条件を甲に説明するものとする。
2. 滞在先の利用については、現地受入機関が定める規則及び利用条件が適用される場合がある。
3. 甲は、滞在先の利用規則、共同生活上の注意事項及び現地の法令を遵守するものとする。
4. 滞在先に重大な問題が生じた場合、乙は契約上の支援範囲に応じて、現地受入機関への連絡その他合理的な対応を行う。
5. 乙は、自己の責めに帰すべき事由がある場合を除き、現地受入機関の独立した判断又は管理に起因する事象について責任を負わない。ただし、法令上免責が認められない場合は、この限りでない。

[bookmark: _6n85i4vi0xsf]第12条（留学開始前の変更）
1. 甲が留学開始日、留学期間、留学先教育機関又はプログラム内容の変更を希望する場合、速やかに乙に申し出るものとする。
2. 乙は、変更の可否、必要な手続、追加費用及び返金条件を確認し、甲に説明する。
3. 変更により追加費用が発生する場合、乙は甲の事前承諾を得るものとする。
4. 留学先教育機関又は現地受入機関の事情により変更が必要となる場合も、乙は速やかに甲へ通知し、代替案を提示するよう努めるものとする。
5. 重要な契約内容の変更について甲乙間で合意できない場合、甲は本契約を解除することができ、費用の精算は第13条及び第14条に従うものとする。

[bookmark: _jvzyamjyguly]第13条（申込みの取消し及び契約解除）
1. 甲は、留学開始前であっても、乙に通知することにより本契約を解除することができる。
2. 甲による解除の場合、乙は解除時点までに実施した業務、既に発生した費用及び第三者への支払義務等を確認し、第14条に従って精算するものとする。
3. 乙は、次の各号のいずれかに該当する場合、相当の期間を定めた催告その他法令上必要な手続を経たうえで、本契約を解除することができる。ただし、契約の継続が困難な重大な事情がある場合は、法令に従い催告なく解除できるものとする。
1. 甲が重要な申告事項について虚偽の情報を提供した場合
2. 甲が正当な理由なく必要書類の提出を拒み、留学手続の遂行が困難となった場合
3. 甲が費用の支払義務を履行しない場合
4. 甲が本契約に重大な違反をした場合
4. 乙の責めに帰すべき事由により本契約の目的を達成できない場合、甲は法令に従って本契約を解除することができる。
5. 本条は、消費者契約法その他の法令に基づく甲の解除権又は取消権を制限するものではない。

[bookmark: _h3rmlt1co44b]第14条（取消料及び返金）
1. 甲が本契約を解除した場合、乙は、解除時点までに実施したサービスの対価及び合理的に発生した費用を明示した精算書を作成するものとする。
2. 取消料を定める場合、その金額は、解除時期及び契約内容に応じて乙に生ずべき平均的な損害の額を超えない範囲とし、具体的な金額又は算定方法を別紙取消料規定に明記するものとする。
3. 留学先教育機関、滞在施設その他の第三者に支払済みの費用については、当該第三者の返金規定及び実際の返金状況を踏まえて精算する。
4. 乙は、返金の対象となる金額及び算定根拠を甲に説明し、返金額が確定した日から原則として30日以内に返金するものとする。
5. 乙の責めに帰すべき事由により契約が解除された場合、乙は法令に従い返金その他必要な対応を行う。
6. 本条の規定は、消費者契約法その他の強行法規により甲に認められる権利を妨げない。

[bookmark: _klsj5lh9z62u]第15条（留学先の事情による中止又は変更）
1. 留学先教育機関の閉鎖、プログラムの中止、受入人数の変更、教育制度の変更その他現地受入機関の事情により留学の実施が困難となった場合、乙は速やかに甲へ通知する。
2. 乙は、可能な範囲で代替教育機関、代替プログラム又は留学開始時期の変更を提案するものとする。
3. 甲が代替案を承諾しない場合、甲乙は契約終了及び費用精算について協議する。
4. 乙が手配又は支援について負う契約上の義務を履行していない場合は、当該不履行に関する法令上の責任を負うものとする。

[bookmark: _vdjc6nhxwa4n]第16条（安全管理及び緊急時対応）
1. 甲は、渡航先国の法令、教育機関の規則及び現地の安全上の注意事項を遵守するものとする。
2. 乙は、契約に含まれる範囲において、渡航先の安全情報、緊急連絡先及び緊急時の対応方法を甲に案内する。
3. 甲は、事故、疾病、盗難、災害その他の緊急事態が発生した場合、必要に応じて現地の医療機関、警察、在外公館その他の関係機関に連絡するものとする。
4. 乙が現地緊急支援サービスを提供する場合、その対応時間、支援範囲及び連絡方法を別途明示するものとする。
5. 乙は、自己の責めに帰すべき事由によって甲に損害を生じさせた場合、法令に従って責任を負う。

[bookmark: _ib503d1zz2w6]第17条（健康管理及び海外留学保険）
1. 甲は、留学に必要な健康上の準備を行い、渡航先国又は留学先教育機関が求める健康診断、予防接種その他の要件を確認するものとする。
2. 甲は、海外滞在中の疾病、事故、賠償責任その他のリスクに備え、留学先の条件に適合する海外留学保険への加入を検討するものとする。
3. 留学先教育機関又は渡航先国が保険加入を義務付けている場合、甲はその条件を満たす保険に加入するものとする。
4. 乙が保険に関する情報提供を行う場合、保険商品の募集又は契約締結に関する業務は、法令上必要な資格及び権限を有する者が行うものとする。
5. 甲の健康情報を乙が取得する場合、乙は利用目的を明示し、法令に従って適切に取り扱うものとする。

[bookmark: _lba13djx5rvj]第18条（甲の遵守事項）
甲は、留学申込み及び留学期間中、次の事項を遵守するものとする。
1. 出願書類及び申告情報について虚偽の記載をしないこと。
2. 留学先教育機関及び現地受入機関の規則を遵守すること。
3. 渡航先国の法令及び入国・滞在条件を遵守すること。
4. 乙から合理的に求められる必要書類を期限内に提出すること。
5. 留学先教育機関からの重要な通知を確認すること。
6. 留学に関する重要事項に変更が生じた場合、速やかに乙へ連絡すること。
7. 他の留学生、教育機関の職員及び現地関係者の権利を尊重すること。
8. その他、本契約の履行に必要な合理的協力を行うこと。

[bookmark: _4k41gnkrfny1]第19条（乙の義務）
1. 乙は、甲に対して契約内容及び費用について正確かつ分かりやすい説明を行うものとする。
2. 乙は、甲の希望条件を踏まえ、善良な管理者の注意をもって契約上の留学支援業務を遂行する。
3. 乙は、留学先教育機関又は現地受入機関から重要な連絡を受けた場合、合理的な期間内に甲へ通知するものとする。
4. 乙は、甲から留学手続の進捗について問い合わせを受けた場合、合理的な範囲で説明するものとする。
5. 乙は、留学支援サービスの提供に関し、関係法令を遵守するものとする。

[bookmark: _8e729gabx9jv]第20条（個人情報の取扱い）
1. 乙は、甲から取得した個人情報を、留学申込手続、教育機関への出願、滞在先手配、渡航準備支援その他明示した利用目的の範囲内で取り扱う。
2. 乙は、個人情報を適切に管理し、不正アクセス、漏えい、滅失又は毀損を防止するために必要な措置を講じる。
3. 乙は、留学先教育機関その他の海外の第三者に甲の個人情報を提供する場合、個人情報保護法その他の関係法令に従い、必要な情報提供及び本人同意の取得その他の手続を行う。
4. 乙は、甲の個人情報を本契約の履行に必要な範囲を超えて利用しないものとする。ただし、法令に基づく場合又は甲の適法な同意がある場合は、この限りでない。
5. 本契約終了後の個人情報の保存、削除その他の取扱いについては、法令及び乙のプライバシーポリシーに従うものとする。

[bookmark: _it1jybxd4wht]第21条（秘密保持）
1. 甲及び乙は、本契約の履行に関連して知り得た相手方の非公開情報のうち、秘密として取り扱うべき情報について、正当な理由なく第三者に開示又は漏えいしてはならない。
2. 前項の規定は、法令に基づく開示、契約履行に必要な適法な情報提供又は相手方の承諾を得た開示については適用しない。
3. 本条の義務は、本契約終了後も合理的に必要な期間存続するものとする。

[bookmark: _t0dmjruybqu9]第22条（免責及び責任の範囲）
1. 乙は、留学先教育機関の入学審査、査証の発給判断、渡航先国の入国審査その他第三者の独立した判断による結果について、乙の責めに帰すべき事由がない限り責任を負わない。
2. 天災地変、感染症の流行、戦争、暴動、政府による渡航制限その他当事者の合理的な支配を超える事由により契約の履行が困難となった場合、甲乙は速やかに協議し、契約内容の変更又は終了について決定する。
3. 前項の事情が発生した場合であっても、既に提供されたサービスの対価、未履行部分の返金及び第三者費用の精算については、法令及び本契約に従い処理する。
4. 乙の故意又は過失によって甲に損害が生じた場合、乙は法令に従って賠償責任を負う。
5. 本条は、消費者契約法その他の法令により認められない免責又は責任制限を定めるものではない。

[bookmark: _mdmj4e4ievp4]第23条（損害賠償）
1. 甲又は乙が本契約に違反し、相手方に損害を与えた場合、当該当事者は、民法その他の関係法令に従い損害を賠償する責任を負う。
2. 損害賠償の範囲及び金額は、違反の内容、損害の発生原因、因果関係その他の事情を踏まえ、法令に従って判断する。
3. 本条は、法令上認められる損害賠償請求権を不当に制限するものではない。

[bookmark: _prtesiwftvdu]第24条（契約期間）
1. 本契約の有効期間は、契約締結日から、乙が本契約に基づく留学支援サービスの提供を完了する日までとする。
2. 留学期間中の支援サービスが契約に含まれる場合、その提供期間は別紙に定める。
3. 契約期間中に留学開始日又は留学期間が変更された場合、甲乙協議のうえ必要な契約期間の変更を行う。
4. 本契約終了後も、費用精算、損害賠償、個人情報の取扱い、秘密保持その他その性質上存続すべき条項は、必要な範囲で効力を有する。

[bookmark: _4w88x5bw1d7o]第25条（権利義務の譲渡禁止）
甲及び乙は、相手方の事前の書面による承諾なく、本契約上の地位又は本契約に基づく権利義務を第三者に譲渡し、承継させ、又は担保に供してはならない。ただし、法令により認められる場合は、この限りでない。

[bookmark: _h2pkf6fmrg7v]第26条（契約内容の変更）
1. 本契約の内容を変更する場合、甲乙は変更内容を協議し、書面又は電磁的方法により合意するものとする。
2. 乙は、甲の承諾なく、留学支援サービスの重要な内容又は料金を一方的に変更しないものとする。
3. 法令改正、現地制度の変更その他やむを得ない事情により変更が必要となる場合、乙は変更理由及び内容を甲に説明するものとする。

[bookmark: _mb33orh5kyqn]第27条（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、自らが暴力団、暴力団員その他の反社会的勢力に該当せず、また、これらと社会的に非難されるべき関係を有していないことを表明し、保証する。
2. 甲及び乙は、相手方に対して暴力的要求、不当な金銭要求、脅迫行為その他これらに類する行為を行わないものとする。
3. 相手方が前2項に違反した場合、当事者は法令に従い本契約を解除することができる。

[bookmark: _j51atbb8qwi1]第28条（協議事項）
本契約に定めのない事項又は本契約の解釈について疑義が生じた場合、甲及び乙は、民法、消費者契約法その他の関係法令及び信義誠実の原則に従い、誠意をもって協議し、円満な解決を図るものとする。

[bookmark: _70rb9s13nzfw]第29条（準拠法及び管轄裁判所）
1. 本契約の準拠法は、日本法とする。
2. 本契約に関して紛争が生じた場合、法令上認められる範囲において、　　　　　　　　　地方裁判所又は　　　　　　　　　簡易裁判所を第一審の合意管轄裁判所とする。
3. 前項の規定は、消費者保護に関する強行法規に基づく甲の権利を制限するものではない。

[bookmark: _w16m1w7ydipt]第30条（契約内容の確認）
甲は、本契約の締結にあたり、次の事項について乙から説明を受け、その内容を確認したものとする。
□ 留学支援サービスの具体的な内容及び提供範囲
□ 留学先教育機関及び留学プログラムの内容
□ 留学費用の内訳及び支払条件
□ 申込みの取消条件及び返金規定
□ 留学先教育機関への入学が保証されないこと
□ 査証の発給及び入国が保証されないこと
□ 留学開始日及びプログラム内容が変更される可能性
□ 滞在先の条件及び現地生活上の注意事項
□ 海外留学保険及び安全管理に関する事項
□ 個人情報の取扱い及び海外の第三者への情報提供
□ 緊急時の連絡方法及び支援範囲
□ 契約解除及び紛争解決に関する事項
甲及び乙は、本契約の内容を十分に確認し、合意のうえ本契約を締結する。

本契約締結の証として、本書2通を作成し、甲乙記名押印のうえ各1通を保有する。ただし、電磁的方法により契約を締結する場合は、双方が合意した方法により契約内容を記録し、保存するものとする。

　　　　年　　　月　　　日

甲（留学申込者）
住所：

氏名：

生年月日：

電話番号：

メールアドレス：

署名又は押印：

法定代理人（甲が未成年者である場合）
住所：

氏名：

甲との続柄：

署名又は押印：

乙（留学支援事業者）
所在地：

事業者名：

代表者名：

電話番号：

メールアドレス：

署名又は押印：

